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(57)【要約】
【課題】　小開度でも全開でも利用可能な地下式消火栓
を提供する。
【解決手段】　弁棒２１は回転軸体に相当し、螺合構造
は弁棒２１の雄ねじ２１ａと雌ねじ駒２２の雌ねじ２２
ａとが相当し、回転軸体である弁棒２１の所定回転数の
範囲の回転動作によって弁体３１が上下方向に移動する
ので、これらによって弁体開閉駆動部を構成している。
ボールプランジャ２２ｃが弁棒２１の雄ねじ２１ａの頂
部に形成された切り欠き２１ｂに対面すると、ボール部
位が切り欠き２１ｂ内に入り込んで両者は凹凸係合する
が、この状態では弁棒２１は容易には回転しない。所定
値以上の力で回転させることで、ボールプランジャ２２
ｃのボール部位と切り欠き２１ｂとの係合状態は解除さ
れる。従って、ボールプランジャ２２ｃと切り欠き２１
ｂは、回転軸体である弁棒２１を所定回転角度ごとに同
角度を維持させるための凹凸係合機構を構成している。
【選択図】　図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入水口から出水口へ至る一連の流路を形成する本体を有し、同流路に介在される弁座と
弁体とにより、同流路を開閉させる地下式消火栓であって、
　前記入水口は設置時に下方に向けて開口し、前記出水口は設置時に上方に向けて開口し
、
　前記弁座は、略水平状態で下方から上方へ向かう流路の周縁にて円環状に形成され、
　前記弁体は、同円環状に形成された前記弁座に対して鉛直方向の上方から下方に押しつ
けられることで前記流路を閉じ、前記弁座から鉛直方向の上方に向けて離れることで前記
流路を開き、
　回転軸体と螺合構造とを備え、この螺合構造により所定回転数の範囲の回転動作で前記
弁体を上下方向に移動可能とする弁体開閉駆動部を有し、
　前記回転軸体は、所定角度ごとに同角度を維持するための凹凸係合機構を形成してある
ことを特徴とする地下式消火栓。
【請求項２】
　前記回転軸体は、前記螺合構造は、前記回転軸体としての雄ねじを有する弁棒と、同雄
ねじと係合する雌ねじを形成した雌ねじ駒とを備え、前記弁棒の雄ねじの頂部には前記所
定角度ごとに凹部を形成してあり、前記雌ねじ駒の側には、同雄ねじの頂部の通過部位に
向けて押圧するボールプランジャを配設してあることを特徴とする請求項１に記載の地下
式消火栓。
【請求項３】
　前記雌ねじ駒は、前記本体に対して回転不能に支持され、前記回転軸体は、前記本体を
水密的に貫通し、前記本体内にて前記雌ねじ駒と螺合し、かつ、
　前記回転軸体は、前記本体外にて外部操作機器と回転不能の状態で係合可能とされてい
ることを特徴とする請求項２に記載の地下式消火栓。
【請求項４】
　前記回転軸体は、前記本体に対して回転可能に水密的に支持され、前記本体内にて前記
弁体と螺合され、前記本体外にて、外部操作機器と回転不能の状態で係合可能なキャップ
を有しており、同キャップと前記本体との間に前記凹凸係合機構を形成し、前記弁体は、
前記本体に対して回転不能かつ上下動可能に支持されていることを特徴とする請求項１に
記載の地下式消火栓。
【請求項５】
　前記キャップは、前記本体に対して前記回転軸体の軸方向に所定距離だけ移動可能であ
り、前記凹凸係合機構は、前記キャップが所定位置にあるときに前記本体と凹凸係合し、
前記キャップが他の所定位置にあるときに前記本体との凹凸係合が解除されることを特徴
とする請求項４に記載の地下式消火栓。
【請求項６】
　前記キャップは、弾性部材により、前記回転軸体の軸方向に沿って前記本体と凹凸係合
する位置に付勢されており、前記弾性部材に抗して前記キャップを前記回転軸体の軸方向
の反対方向に付勢することで前記キャップと前記本体との凹凸係合が解除されることを特
徴とする請求項５に記載の地下式消火栓。
【請求項７】
　前記キャップは、前記本体に向けたボールプランジャを有し、前記本体における同ボー
ルプランジャに対面する部位は略円筒状に形成されると共に所定角度ごとに切り溝を形成
してあり、同切り溝に前記ボールプランジャが凹凸係合可能となっていることを特徴とす
る請求項４に記載の地下式消火栓。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、地下式消火栓に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　水道用弁栓類の中で、地下式消火栓については、製品の手配から設置及び通水試験迄を
各自治体の水道局等が行うものの、実際の運用は自治体毎の消防署が行っている。
　この場合、水道局が消火栓設置を含めた配水管路の付設工事を行った後、消火設備とし
て消防署に引き渡している。その引き渡し直前の管路の性能確認等の際、”消火栓”は”
排水栓”として水道局に利用される。排水栓として使用する際、僅かな開度(小開度)とし
て、管内の水を排出する。
【０００３】
　特許文献１には、弁箱の開口部に形成したテーパ状の弁座に対し、弁棒にて上下動され
る弁体を押圧したり、離反させたりして、流路の開閉を行っている。弁体は弁棒の下端に
対して回転可能に支持されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１０－１６８９５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本来、地下式消火栓は、”全開又は全閉”の使用を前提とした製品である。”小開度”
で使用を継続した場合、下方からの水流及び水圧を弁体が受けることで弁棒が回転してし
まうことがある。すなわち、流量を調整して所定の開度としても、その位置から勝手に開
いてしまうことがあった。
　本発明は、小開度でも全開でも利用可能な地下式消火栓を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、入水口から出水口へ至る一連の流路を形成する本体を有し、同流路に介在さ
れる弁座と弁体とにより、同流路を開閉させる地下式消火栓であって、前記入水口は設置
時に下方に向けて開口し、前記出水口は設置時に上方に向けて開口し、前記弁座は、略水
平状態で下方から上方へ向かう流路の周縁にて円環状に形成され、前記弁体は、同円環状
に形成された前記弁座に対して鉛直方向の上方から下方に押しつけられることで前記流路
を閉じ、前記弁座から鉛直方向の上方に向けて離れることで前記流路を開き、回転軸体と
螺合構造とを備え、この螺合構造により所定回転数の範囲の回転動作で前記弁体を上下方
向に移動可能とする弁体開閉駆動部を有し、前記回転軸体は、所定角度ごとに同角度を維
持するための凹凸係合機構を形成した構成としてある。
【０００７】
　前記構成において、本体は、入水口から出水口へ至る一連の流路を形成しており、同流
路に介在される弁座と弁体とにより、同流路を開閉させることができる。ここで、前記入
水口は設置時に下方に向けて開口し、前記出水口は設置時に上方に向けて開口し、前記弁
座は、略水平状態で下方から上方へ向かう流路の周縁にて円環状に形成され、前記弁体は
、同円環状に形成された前記弁座に対して鉛直方向の上方から下方に押しつけられること
で前記流路を閉じ、前記弁座から鉛直方向の上方に向けて離れることで前記流路を開く。
【０００８】
　また、回転軸体と螺合構造とを備える弁体開閉駆動部を有しており、この螺合構造によ
り所定回転数の範囲の回転動作で前記弁体を上下方向に移動可能としている。前記回転軸
体は、所定角度ごとに同角度を維持するための凹凸係合機構を形成してあるので、所定角
度ごとに凹凸係合機構が係合し、所定の角度を維持する。例えば、下方から上方へ向かう
水圧や水流によって弁体が上方へ押しつけられると、回転軸体は螺合構造によって回転力
を受けて、回転しようとするが、所定角度だけ回転したときに凹凸係合機構が係合するこ
とになり、係合状態から解除状態へ至るに足る力を超える回転力が発生しない限り、凹凸
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係合機構は解除されない。すなわち、所定の角度を維持する。
【０００９】
　本発明の他の態様として、前記螺合構造は、前記回転軸体としての雄ねじを有する弁棒
と、同雄ねじと係合する雌ねじを形成した雌ねじ駒とを備え、前記弁棒の雄ねじの頂部に
は前記所定角度ごとに凹部を形成してあり、前記雌ねじ駒の側には、同雄ねじの頂部の通
過部位に向けて押圧するボールプランジャを配設した構成としてある。
　前記構成において、前記回転軸体としての弁棒には雄ねじを形成してあり、雌ねじ駒に
は同雄ねじと係合する雌ねじを形成してあるので、両者によって前記螺合構造が構成され
る。前記弁棒の雄ねじの頂部には前記所定角度ごとに凹部を形成してあり、前記雌ねじ駒
の側には、同雄ねじの頂部の通過部位に向けて押圧するボールプランジャを配設してある
ので、ボールプランジャは雄ねじの頂部に当接し、所定角度ごとに形成される凹部と対面
したときにボールプランジャの先端は同凹部に落ち込むことになる。回転軸体をさらに回
転させるためには、ボールプランジャの先端が凹部から外れる程度の力が必要であるから
、より大きな回転力が発生しない限り、その時点での回転角度を維持する。
【００１０】
　本発明の他の態様として、前記雌ねじ駒は、前記本体に対して回転不能に支持され、前
記回転軸体は、前記本体を水密的に貫通し、前記本体内にて前記雌ねじ駒と螺合し、前記
本体外にて外部操作機器と回転不能の状態で係合可能とした構成としてある。
　前記構成において、前記回転軸体は、前記本体を水密的に貫通しており、前記本体内に
て前記雌ねじ駒と螺合している。前記回転軸体を前記本体外にて、ハンドルなどの外部操
作機器と係合させると両者は一体的となって相互に回転してしまうことはなくなり、同ハ
ンドルを回転させることで回転軸体は回転し、前記雌ねじ駒との螺合構造によって同弁棒
が上下動する。
【００１１】
　本発明の他の態様として、前記回転軸体は、前記本体に対して回転可能に水密的に支持
され、前記本体内にて前記弁体と螺合され、前記本体外にて、外部操作機器と回転不能の
状態で係合可能なキャップを有しており、同キャップと前記本体との間に前記凹凸係合機
構を形成し、前記弁体は、前記本体に対して回転不能かつ上下動可能に支持された構成と
してある。
【００１２】
　前記構成において、前記回転軸体は、前記本体に回転可能に水密的に支持され、当該回
転軸体を回転させると、前記本体に対して回転不能かつ上下動可能に支持された前記弁体
との螺合構造により、前記弁体は前記本体内で上下動する。また、前記回転軸体は前記本
体外にて、外部操作機器と回転不能の状態で係合可能なキャップを有しており、同キャッ
プと前記本体との間に前記凹凸係合機構を形成してあるので、所定角度ごとに同凹凸係合
機構が係合し、係合を解除して回転するためには、所定以上の力を必要とすることになる
。
【００１３】
　本発明の他の態様として、前記キャップは、前記本体に対して前記回転軸体の軸方向に
所定距離だけ移動可能であり、前記凹凸係合機構は、前記キャップが所定位置にあるとき
に前記本体と凹凸係合し、前記キャップが他の所定位置にあるときに前記本体との凹凸係
合が解除される構成としてある。
　前記構成において、前記キャップを前記本体に対して前記回転軸体の軸方向に所定位置
まで所定距離だけ移動させると、前記凹凸係合機構の前記キャップが前記本体と凹凸係合
し、同キャップと共に前記回転軸体が回転せず、所定角度を維持する。一方、前記キャッ
プを他の所定位置まで前記回転軸体の軸方向に移動させると、前記本体との凹凸係合が解
除され、同キャップおよび前記回転軸体は自由に回転できようになる。
【００１４】
　本発明の他の態様として、前記キャップは、弾性部材により、前記回転軸体の軸方向に
沿って前記本体と凹凸係合する位置に付勢されており、前記弾性部材に抗して前記キャッ
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プを前記回転軸体の軸方向の反対方向に移動させることで前記キャップと前記本体との凹
凸係合が解除される構成としてある。
　前記構成において、通常時、前記弾性部材によって前記キャップは前記回転軸体の軸方
向に沿って前記本体と凹凸係合する位置に付勢されており、係合したままなのでその時点
の角度を維持する。一方、操作者などが前記弾性部材に抗して前記キャップを前記回転軸
体の軸方向の反対方向に移動させることで前記キャップと前記本体との凹凸係合が解除さ
れ、必要量だけ同キャップおよび前記回転軸体を回転させて前記弁体を上下動させること
ができる。
【００１５】
　本発明の他の態様として、前記キャップは、前記本体に向けたボールプランジャを有し
、前記本体における同ボールプランジャに対面する部位は略円筒状に形成されると共に所
定角度ごとに切り溝を形成してあり、同切り溝に前記ボールプランジャが凹凸係合可能と
した構成としても良い。
　前記構成において、前記キャップを回転させると、前記本体に向けたボールプランジャ
は前記本体に形成される略円筒状の部位に当接して回転する。同円筒状の部位には所定角
度ごとに切り溝を形成してあるので、前記キャップを所定角度回転させるたびに、同切り
溝と前記ボールプランジャが凹凸係合することになり、その回転角度を維持し、これを解
除して回転させるために所定以上の力を要することになる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の地下式消火栓によれば、所定回転角度ごとに同角度を維持するための凹凸係合
機構を備えているので、下方から上方へ向かう水圧や水流によって弁体が上方へ押しつけ
られ、回転軸体が回転しようとしても、凹凸係合機構が係合することになり、係合状態か
ら解除状態へ至るに足る力を超える回転力が発生しない限り、凹凸係合機構は解除されず
、自然に開度が開いてしまう事態を防ぐ。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の一実施例にかかる地下式消火栓の一部破断斜視図である。
【図２】地下式消火栓の一部破断正面図である。
【図３】地下式消火栓の部分破断断面図である。
【図４】図３におけるＡ－Ａ線矢視部分破断底面図である。
【図５】他の実施例にかかる地下式消火栓の一部破断正面図である。
【図６】地下式消火栓の部分破断断面図である。
【図７】図６におけるＢ－Ｂ線矢視部分破断底面図である。
【図８】他の実施例にかかる地下式消火栓の部分破断断面図である。
【図９】図８におけるＣ－Ｃ線矢視部分破断底面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　（第１実施形態）
　以下、図面にもとづいて本発明の実施形態を説明する。
  図１は、本発明の一実施例にかかる地下式消火栓の一部破断斜視図であり、図２は、地
下式消火栓の一部破断正面図である。
　同図において、地下式消火栓の本体１０は、入水口１０ａから出水口１０ｂへ至る一連
の流路を形成する。本体１０は、弁箱１１と蓋１２とを有する。弁箱１１は、概略短円筒
形状とされた主箱部１１ａと、主箱部１１ａの側壁から外方へ突き出たあと先端側を上方
に屈曲されたエルボウ状の枝管１１ｂとで形成されている。主箱部１１ａの上端は開口し
ているが、この開口部を蓋１２によって閉塞している。主箱部１１ａの下端はフランジ状
に形成され、中央に前記入水口１０ａが形成されている。主箱部１１ａ内は中空であり、
入水口１０ａに連通し、また、側壁を介して枝管１１ｂと連通しているので、入水口１０
ａから枝管１１ｂと、その先端の出水口１０ｂとが連通する。なお、枝管１１ｂの先端は
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フランジ状部位１１ｃとして形成され、このフランジ状部位１１ｃに対して口金１１ｅが
接続されている。なお、口金１１ｅの先端には口金蓋１１ｆが装着されている。
　本体１０を地下式消火栓の装着現場に装着すると、前記入水口１０ａは設置時に下方に
向けて開口し、前記出水口１０ｂは設置時に上方に向けて開口した状態となる。
【００１９】
　図３は、地下式消火栓の部分破断断面図であり、図４は、図３におけるＡ－Ａ線矢視部
分破断底面図である。
　蓋１２の中央には、弁棒２１が挿通される開口１２ａが形成され、Ｏリングを介して円
柱状の弁棒２１が回転可能に水密的に支持されている。蓋１２の下面側には雌ねじ駒２２
が支持されている。蓋１２の下面側には水平方向に雌ねじ駒２２をガイドする溝を形成し
てあり、外形を矩形形状に形成された厚板状の雌ねじ駒２２を同溝に沿って挿入すること
で、雌ねじ駒２２は蓋と回転不能かつ上下動不能な状態で支持される。雌ねじ駒２２には
中央に開口が形成され、同開口内に雌ねじ２２ａが形成されている。
【００２０】
　前記弁棒２１の下方側の周面には、この雌ねじ２２ａと螺合可能な雄ねじ２１ａを形成
してあり、弁棒２１は上方部位にて蓋１２を貫通し、下方部位で雌ねじ駒２２の雌ねじ２
２ａと螺合している。この結果、弁棒２１を回転させると、雄ねじ２１ａと雌ねじ２２ａ
との螺合構造により、弁棒２１自体が上下動する。弁棒２１が回転および上下動する際、
Ｏリングによって水密性は保持される。
【００２１】
　主箱部１１ａに形成した入水口１０ａは円形であり、入水口１０ａの縁部上面にはリン
グ状に平坦な弁座１１ｇを形成してある。この弁座１１ｇは、略水平状態で下方から上方
へ向かう流路の周縁にて円環状に形成されることになる。
　この弁座１１ｇと対応して厚円盤状の弁体３１が弁棒２１の下端によって支持されてい
る。上述したように弁棒２１は回転動作によって鉛直方向に上下動するので、これに伴っ
て弁体３１も上下動する。弁座１１ｇと弁体３１は流路に介在されているため、弁体３１
が最も下がると上方から下方に弁座１１ｇに押しつけられて密着し、入水口１０ａを完全
に塞ぐので流路は閉じる。また、弁棒２１を鉛直方向の上方に上げると弁体３１が弁座１
１ｇから離れ、入水口１０ａから出水口１０ｂへ至る流路を開く。流路の開度は、弁棒２
１の回転角度に対応する。弁棒２１をたくさん回転させると流路は大きく開く。
【００２２】
　弁棒２１は回転軸体に相当し、螺合構造は弁棒２１の雄ねじ２１ａと雌ねじ駒２２の雌
ねじ２２ａとが相当し、回転軸体である弁棒２１の所定回転数の範囲の回転動作によって
弁体３１が上下方向に移動するので、これらによって弁体開閉駆動部を構成している。
　弁棒２１の先端には外形を四角柱状に形成したキャップ４１が回転不能に装着されてい
る。下端に前記キャップ４１と係合可能な凹部を形成した“開栓キー”（図示せず：外部
操作機器）というＴ字形のハンドルを用い、同下端の凹部をキャップ４１の上端を被せて
回転させると、キャップ４１と共に弁棒２１が回転し、弁体３１を移動させて流路を開い
たり閉じたりすることができる。
　なお、弁体３１の周囲にはゴムライニング３１ａが施されており、弁座１１ｇに押しつ
けられるときに水密性が確保されるようになっている。
【００２３】
　ところで、弁棒２１の雄ねじ２１ａには、切り欠き２１ｂを形成してある。切り欠き２
１ｂは、弁棒２１の周面に６０度ずつ離れた位置に弁棒２１の長さ方向に形成されている
。言い換えると６０度ごとに周面に長さ方向にわたって直線の溝状の切り欠き２１ｂを形
成したあと、螺旋状に雄ねじ２１ａを形成している。このようにすることで、雄ねじ２１
ａの頂部には、６０度ごとに凹部が形成されることになる。
【００２４】
　一方、雌ねじ駒２２には、側壁から中央の開口部へ至る貫通孔２２ｂを形成してあり、
さらに、この貫通孔２２ｂ内にボールプランジャ２２ｃを挿通して配設してある。ボール
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プランジャ２２ｃは、貫通孔２２ｂ内に埋め込まれて固定されており、先端のボール部分
が雌ねじ２２ａの溝内に突出している。先端のボール部分はボールプランジャ２２ｃ内の
スプリングによって外側に突き出るように付勢されているが、所定値以上の力を課すこと
でボールプランジャ２２ｃ内に押し込むことができる。ボール部分は少なくとも弁棒２１
の雄ねじ２１ａの山の通過部位に配置され、同雄ねじ２１ａの頂部にて押圧されてボール
プランジャ２２ｃ内に押し込まれることが可能であり、かつ、弁棒２１の雄ねじ２１ａの
頂部に形成された切り欠き２１ｂに対面すると、内部のスプリングによって押し出されて
切り欠き２１ｂ内に入り込み、両者は凹凸係合する。このような位置関係となるようにボ
ールプランジャ２２ｃを雌ねじ駒２２の貫通孔２２ｂ内に挿通させている。
【００２５】
　ボールプランジャ２２ｃが弁棒２１の雄ねじ２１ａの山の頂部に形成された切り欠き２
１ｂに対面すると、ボール部位が切り欠き２１ｂ内に入り込んで両者は凹凸係合するが、
この状態では弁棒２１は容易には回転しない。むろん所定値以上の力で回転させることで
、ボールプランジャ２２ｃのボール部位と切り欠き２１ｂとの係合状態は解除される。従
って、ボールプランジャ２２ｃと切り欠き２１ｂは、回転軸体である弁棒２１を所定回転
角度ごとに同角度を維持させるための凹凸係合機構を構成している。
【００２６】
　前記構成からなる本地下式消火栓を装着現場に装着したとする。この地下式消火栓への
水道管も含めて、この装着自体は水道局が行なう。装着工事が終了したら、水道局は開栓
キーを使用してキャップ４１と弁棒２１を回転させる。弁棒２１を回転させるのは弁体３
１を少量だけ開くことで水道管内の水を排水させるためであり、いわゆる排水栓としての
使用である。
【００２７】
　水道局員が開栓キーを回転させる際、６０度ごとにボールプランジャ２２ｃのボール部
位と切り欠き２１ｂがはまりこみ、さらに回転させられて解除される。すなわち、６０度
ごとに所定の抵抗感を感じることになる。あるところでちょうど良い開度となり、水道局
員は開栓キーを外すことでそのときの弁体３１の開度のまま、設置した水道管内の水を排
水させる。
【００２８】
　水道管には所定の水圧が掛けられているため、管内の水が地下式消火栓の本体１０内に
入り込むとき、水圧と水流によって弁体３１は上方に押しつけられる。また、単に押しつ
けられるだけでなく、基本的には水平状態の範囲で振動を受ける。この振動と上に押し上
げられる力が弁棒２１に伝わると、弁棒２１は雌ねじ駒２２と螺合しているので、各種の
条件が揃う状態では、弁棒２１が回転を開始しようとする。
【００２９】
　しかし、６０度ごとに用意されたボールプランジャ２２ｃのボール部位と切り欠き２１
ｂがはまり込む位置に至ると、それ以上回転させるにはボールプランジャ２２ｃのスプリ
ングに抗してボールプランジャ２２ｃのボール部位と切り欠き２１ｂの係合を解除させる
にたるだけの一段と大きな回転駆動力が必要となる。通常は、そこまで大きな回転駆動力
が発生せず、結果的には弁棒２１はその時点での回転角度を維持することになる。言い換
えれば、自然に発生する回転駆動力よりも大きな抗力を発するようにボールプランジャ２
２ｃと切り欠き２１ｂを調整したものとすればよい。
【００３０】
　なお、設置が完了して消防局の扱いとなった後は、消防局では全開か全閉でしか使用し
ないことが殆どである。全開としない開度とするときでも、上述したようにしてその開度
は維持される。
　出願人の発明者による実験によれば、単に弁棒２１を強く挟み付けるなどしても、振動
等で生じる回転を押させることはできなかった。一方、そのように強く挟み付けることで
回転を押さえる場合は、本来の使用時に流路を開く際の障害になるので、そのような対策
は好ましいものでもない。



(8) JP 2017-145582 A 2017.8.24

10

20

30

40

50

　なお、凹凸係合機構は、本実施例のものに限定されるものではなく、同様の目的を達成
する他の構造も採用可能である。以下、他の例も説明する。
【００３１】
　（第２実施形態）
　図５は、第２実施形態にかかる地下式消火栓の一部破断正面図である。
　符号は、第１実施形態のものと同じあるいは対応する部分について、下二桁部分が一致
するように付している。
【００３２】
　本実施形態においては、地下式消火栓の本体１１０は、入水口１１０ａから出水口１１
０ｂへ至る一連の流路を形成し、同本体１１０は、弁箱１１１と蓋１１２とを有する。弁
箱１１１は、概略短円筒形状とされた主箱部１１１ａと、主箱部１１１ａの側壁から外方
へ突き出たあと先端側を上方に屈曲されたエルボウ状の枝管１１１ｂとで形成されている
。主箱部１１１ａの上端は開口しているが、この開口部を蓋１１２によって閉塞している
。主箱部１１１ａの下端はフランジ状に形成され、中央に前記入水口１１０ａが形成され
ている。主箱部１１１ａ内は中空であり、入水口１１０ａに連通し、また、側壁を介して
枝管１１１ｂと連通しているので、入水口１１０ａから枝管１１１ｂと、その先端の出水
口１１０ｂとが連通する。なお、枝管１１１ｂの先端はフランジ状部位１１１ｃとして形
成され、このフランジ状部位１１１ｃに対して口金１１１ｅが接続されている。なお、口
金１１１ｅの先端には口金蓋１１１ｆが装着されている。
【００３３】
　蓋１１２の中央には、弁棒１２１が挿通される開口１１２ａが形成され、Ｏリングを介
して円柱状の弁棒１２１が回転可能に水密的に支持されている。弁棒１２１の上方部分に
は鍔状に突き出る大径部１２１ｃが形成されており、大径部１２１ｃの上端は開口１１２
ａの下端縁部に突き当たり、大径部１２１ｃの下端は、蓋１１２に取り付けられる弁棒受
け１１２ｂに突き当たっている。これにより、弁棒１２１は蓋１１２にて回転可能に支持
されつつ、上下動不能に支持されることになる。
【００３４】
　主箱部１１１ａに形成した入水口１１０ａは円形であり、入水口１１０ａの縁部上面に
はリング状の平坦な弁座１１１ｇを形成してある。
　この弁座１１１ｇと対応して厚円盤状の弁体１３１が弁棒１２１の下端によって支持さ
れている。前記弁棒１２１の下方側の周面には、雄ねじ１２１ａを形成してあり、弁体１
３１の上部の筒状部１３２に形成した雌ねじ１３１ｂと螺合可能となっている。また、弁
体１３１は、主箱部１１１ａ内で回転不能かつ上下動可能に支持されている。弁棒１２１
は上方部位にて蓋１１２を貫通し、下方部位で弁体１３１の雌ねじ１３１ｂと螺合してい
るので、弁棒１２１を回転させると、雄ねじ１２１ａと雌ねじ１３１ｂとの螺合構造によ
り、弁体１３１が上下動する。弁棒１２１が回転する際、Ｏリングによって水密性は保持
される。
【００３５】
　弁体１３１が最も下がると、弁体１３１は上方から下方に弁座１１１ｇに押しつけられ
て密着し、入水口１１０ａを完全に塞ぐので流路は閉じる。また、弁体１３１を鉛直方向
の上方に上げると弁体１３１が弁座１１１ｇから離れ、入水口１１０ａから出水口１１０
ｂへ至る流路を開く。流路の開度は、弁棒１２１の回転角度に対応する。弁棒１２１をた
くさん回転させると流路は大きく開く。
【００３６】
　弁棒１２１は回転軸体に相当し、螺合構造は弁棒１２１の雄ねじ１２１ａと弁体１３１
の雌ねじ１３１ｂとが相当し、回転軸体である弁棒１２１の所定回転数の範囲の回転動作
によって弁体１３１が上下方向に移動するので、これらによって弁体開閉駆動部を構成し
ている。
　なお、弁体１３１の周囲にはゴムライニング１３１ａが施されており、弁座１１１ｇに
押しつけられるときに水密性が確保されるようになっている。
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　弁棒１２１の上端には外形を四角柱状に形成したキャップ１４１が回転不能に装着され
ている。開栓キーを使用して弁棒１２１を回転させ、弁体１３１を移動させて流路を開い
たり閉じたりする。
【００３７】
　図６は、地下式消火栓の部分破断断面図であり、図７は、図６におけるＢ－Ｂ線矢視部
分破断底面図である。
　キャップ１４１は弁棒１２１と回転不能であるが、弁棒１２１の軸方向に所定距離だけ
上下動可能となっている。また、蓋１１２の上面には開口１１２ａに合わせて同軸芯とし
て上方に突出する短円筒部１１２ｃを形成してあり、同短円筒部１１２ｃの外周面には、
図７に示すように、所定角度毎、例えば３０度ごとに合計１２個の切り欠き１１２ｃ１を
形成してある。キャップ１４１の下端は、この短円筒部１１２ｃを上方から覆い隠せる大
きさの短円筒部１４１ａを有しており、短円筒部１４１ａの下端の内周面には、１２０度
ごとに合計３個の突起１４１ａ１を形成してある。キャップ１４１と短円筒部１１２ｃと
の位置関係は、キャップ１４１の短円筒部１４１ａが前記短円筒部１１２ｃを覆う状態で
両者の間には十分な隙間が形成されるものの、キャップ１４１の上下動可能な範囲におけ
る所定位置にあるときには、突起１４１ａ１が切り欠き１１２ｃ１に入り込み、両者が凹
凸係合する。凹凸係合した状態では、キャップ１４１は蓋１１２に対して回転不能となる
。
【００３８】
　図６は、左方にキャップ１４１の通常の高さ位置を示しており、右方にはキャップ１４
１を下方に押し込んだときの高さ位置を示している。
　キャップ１４１は内周面で弁棒１２１の上端外周面とスプライン係合されており、上下
動可能となっている。また、弁棒１２１の上面に配置されたスプリング１４２によってキ
ャップ１４１は上方に付勢されている。このため、通常時はキャップ１４１は図６に示す
左方の高さ位置にあり、キャップ１４１を開栓キーなどで押し下げれば図６に示す右方の
位置まで下がる。キャップ１４１の頂面を貫通し、弁棒１２１の上面に螺合するようにボ
ルト１４３が備えられており、ボルト１４３を締め付けたり緩めたりすることで、スプリ
ング１４２によって上方に付勢されるキャップ１４１の位置を調整することができる。
　後述するように、キャップ１４１を押し下げれば凹凸係合が解除される。このための上
下動可能な範囲が生じるようにボルト１４３の締付位置を調整する。
【００３９】
　このように上下動するのは、上述した突起１４１ａ１が切り欠き１１２ｃ１に入り込ん
で両者が凹凸係合する状態と、突起１４１ａ１の方が下がることで切り欠き１１２ｃ１か
ら外れ、凹凸係合が解除される状態を選択できるようにするためである。例えば、開栓キ
ーなどを使用していない、あるいは開栓キーを使用していてもキャップ１４１を押し下げ
ていない状態であれば、キャップ１４１は蓋１１２に対して回転できない。しかし、弁棒
１２１を回転させる必要があるときには、開栓キーをキャップ１４１にはめ込んだ状態で
付勢方向と反対方向の下方に押し下げれば突起１４１ａ１が切り欠き１１２ｃ１から外れ
、凹凸係合が解除されるので、キャップ１４１および弁棒１２１を回転させることができ
るようになる。
【００４０】
　前記構成からなる本地下式消火栓を装着現場に装着した場合、装着工事が終了したら、
水道局は開栓キーを使用してキャップ１４１を押し下げながらキャップ１４１と弁棒１２
１を回転させる。弁棒１２１を回転させるのは弁体１３１を少量だけ開くことで水道管内
の水を排水させるためであり、いわゆる排水栓としての使用である。
　水道局員が開栓キーを回転させる際、突起１４１ａ１が切り欠き１１２ｃ１から外れ、
凹凸係合は解除されている。あるところでちょうど良い開度となり、水道局員は開栓キー
を外すことでそのときの弁体１３１の開度のまま、設置した水道管内の水を排水させる。
水道管には所定の水圧が掛けられているため、管内の水が地下式消火栓の本体１１０内に
入り込むとき、水圧と水流によって弁体３１は上方に押しつけられ、基本的には水平状態
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の範囲で振動を受ける。この振動と上に押し上げられる力が弁体１３１の雌ねじ１３１ｂ
と弁棒１２１の雄ねじ１２１ａに伝わると、弁棒１２１は各種の条件が揃う状態では回転
を開始しようとする。
【００４１】
　しかし、開栓キーを外している状態では、突起１４１ａ１が切り欠き１１２ｃ１に入り
込んで両者が凹凸係合しているので、弁棒１２１およびキャップ１４１は回転せず、この
結果、弁体１３１による所定の開度は維持される。
　なお、設置が完了して消防局の扱いとなった後は、消防局では全開か全閉でしか使用し
ないことが殆どである。必要時に全開としない開度とするときでも、上述したようにして
その開度は維持される。
　このように、キャップ１４１を押し下げれば凹凸係合が解除され、このための上下動可
能な範囲が生じるようにボルト１４３の締付位置を調整しておく。
　一方、凹凸係合を必要としない状況もあり得る。例えば、消防局に移管後は、小開度で
の使用を一切しないということであれば、凹凸係合の機能をなくしたいということも考え
られる。このような場合は、ボルト１４３を締め付けておくことでキャップ１４１は常に
下方の位置に固定され、上記凹凸係合を常時解除させておくということが可能となる。
【００４２】
　（第３実施形態）
　本実施形態は、本体１１０は概ね第２に実施形態と同様であり、主にキャップ２４１と
短円筒部２１２ｃが異なっている。
　図８は、第３実施形態にかかる地下式消火栓の部分破断断面図であり、図９は、図８に
おけるＣ－Ｃ線矢視部分破断底面図である。
　図８に示すように、キャップ２４１は弁棒２２１の上部に固定されており、上下動はし
ない。キャップ２４１下端の短円筒部２４１ａには、ボールプランジャ２４３が先端を内
周側に向けて設置されている。図９に示すように、蓋２１２の上端の短円筒部２１２ｃの
外周面は一定半径の円筒表面となっているが、６０度ごとに合計１２個の上下方向の切り
溝２１２ｃ１を形成してある。キャップ２４１の側に配置してあるボールプランジャ２４
３のボール部位は、短円筒部２１２ｃの円筒表面では押し下げられており、切り溝２１２
ｃ１に対面する部位では外方に押し出されることで同切り溝２１２ｃ１に入り込む。ボー
ルプランジャ２４３と切り溝２１２ｃ１との関係は、第１実施形態におけるボールプラン
ジャ２２ｃと雄ねじ２１ａの切り欠き２１ｂとの関係と同様である。弁棒１２１が６０度
回転するごとにボールプランジャ２２ｃのボール部位が切り溝２１２ｃ１に入り込むこと
で弁棒２２１が自然に回転してしまうのを防止する。
【００４３】
　前記構成からなる本地下式消火栓を装着現場に装着したら、水道局は開栓キーを使用し
てキャップ２４１と弁棒１２１を回転させ、弁体１３１を少量だけ開くことで水道管内の
水を排水させて排水栓として使用する。
　水道局員が開栓キーを回転させる際、６０度ごとにボールプランジャ２４３のボール部
位と切り溝２１２ｃ１がはまりこみ、また、回転させられて解除される。すなわち、６０
度ごとに所定の抵抗感を感じることになる。あるところでちょうど良い開度となり、水道
局員は開栓キーを外すことでそのときの弁体１３１の開度のまま、設置した水道管内の水
を排水させることができる。
【００４４】
　この場合も、同様に水道管の水圧や水流によって各種の条件が揃う状態では、弁棒１２
１が回転を開始しようとするが、６０度ごとに用意されたボールプランジャ２４３のボー
ル部位と切り溝２１２ｃ１がはまり込む位置に至ると、それ以上回転させるにはボールプ
ランジャ２４３のスプリングに抗してボールプランジャ２４３のボール部位と切り溝２１
２ｃ１の係合を解除させるにたるだけの一段と大きな回転駆動力が必要となる。通常は、
そこまで大きな回転駆動力が発生せず、結果的には弁棒１２１はその時点での回転角度を
維持することになる。
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【００４５】
　なお、本発明は前記実施例に限られるものでないことは言うまでもない。当業者であれ
ば言うまでもないことであるが、
・前記実施例の中で開示した相互に置換可能な部材および構成等を適宜その組み合わせを
変更して適用すること
・前記実施例の中で開示されていないが、公知技術であって前記実施例の中で開示した部
材および構成等と相互に置換可能な部材および構成等を適宜置換し、またその組み合わせ
を変更して適用すること
・前記実施例の中で開示されていないが、公知技術等に基づいて当業者が前記実施例の中
で開示した部材および構成等の代用として想定し得る部材および構成等と適宜置換し、ま
たその組み合わせを変更して適用すること
は本発明の一実施例として開示されるものである。
【符号の説明】
【００４６】
１０…本体、１０ａ…入水口、１０ｂ…出水口、１１…弁箱、１１ａ…主箱部、１１ｂ…
枝管、１１ｃ…フランジ状部位、１１ｅ…口金、１１ｆ…口金蓋、１１ｇ…弁座、１２…
蓋、１２ａ…開口、２１…弁棒、２１ａ…雄ねじ、２２…雌ねじ駒、２２ａ…雌ねじ、２
２ｂ…貫通孔、２２ｃ…ボールプランジャ、３１…弁体、３１ａ…ゴムライニング、４１
…キャップ、１１０…本体、１１０ａ…入水口、１１０ｂ…出水口、１１１…弁箱、１１
１ａ…主箱部、１１１ｂ…枝管、１１１ｃ…フランジ状部位、１１１ｅ…口金、１１１ｆ
…口金蓋、１１１ｇ…弁座、１１２…蓋、１１２ａ…開口、１１２ｂ…弁棒受け、１１２
ｃ…短円筒部、１１２ｃ１…切り欠き、１２１…弁棒、１２１ａ…雄ねじ、１２１ｃ…大
径部、１３１…弁体、１３１ａ…ゴムライニング、１３１ｂ…雌ねじ、１３２…筒状部、
１４１…キャップ、１４１ａ…短円筒部、１４１ａ１…突起、１４２…スプリング、２１
２…蓋、２１２ｃ…短円筒部、２１２ｃ１…切り溝、２４１…キャップ、２４１ａ…短円
筒部、２４３…ボールプランジャ。
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